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研究成果の概要（和文）：市町村における保健師の分散配置に対応した教育プログラムの開発を目的とした。市
町村保健師の分散配置は市町村規模等により異なり、配置部署も多様化していた。配置先の部署では、個人や家
族への支援以外に、事業化・施策化、集団への支援、PDCAサイクルに基づく事業・施策評価などがあげられた。
分散配置先保健師に関わる教育は、大学での教育、市町村及び複数市町村での取り組みが連携して行われる必要
がある。なお、本研究は1県の市町村を対象であるという限界がある。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to develop an education program for Public 
Health Nurses (PHNs) assigned to the various sections in the municipalities. The assignment of PHNs 
to the various sections varied according to the population size of the municipality, and the 
sections in which they were assigned were various too. Knowledge and skills required of PHNs were 
not only support for individuals and families, but also support for making projects and policies, 
support for groups, and evaluation of projects and policies based on the PDCA cycle. Education 
related to PHNs assigned to the various sections needs to be conducted in cooperation with education
 at universities, municipalities, and multi-municipal efforts. Note that this study has the 
limitation of the research municipalities in one prefecture.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
保健師の分散配置が進展してきている。保健師の活動内容は分散配置された部署ごとの相違や具体的な展開方法
等に差異があると考えられるが、本研究ではその活動内容や必要知識・スキルを把握するという点で本研究は先
駆的な研究であるという点で学術的独自性があるといえる。また、本研究を行うことにより、保健師の分散配置
に関しては、ジョブ・ローテーションとしての位置づけの必要性、市町村内の統括保健師の役割の周知、分散配
置先保健師を支援する体制の検討、保健師基礎教育での分散配置先に関する教育の必要性が示唆され、社会的意
義もある研究であるといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
地域住民の健康ニーズの多様化や保健医療福祉制度の改革等に伴い、市町村保健師の担当す

る業務内容は拡大するとともに、様々な部署に分散配置されるようになってきている。 
市町村保健師の配置状況について、平成 29 年度保健師活動領域調査から市町村保健師の配置

状況をみると、本庁が 8,279 人（40.5％）、保健センターが 7,815 人（38.3％）、その他が 4,325
人（21.2％）となっており、市町村保健センター以外の部署に配置されている保健師が 6 割以上
となっている。 
このような新しい部署において、保健師に求められる業務内容や必要技術・スキルが何かを明

らかにし、保健師教育において必要な教育プログラムは何か、を明らかにすることが求められる。 
 
２．研究の目的 
本研究は、市町村における分散配置先での保健師の業務内容や必要知識・スキルを把握するこ

とにより、分散配置に対応した保健師への教育プログラムを開発することを目的として実施し
たものである。 
 
３．研究の方法 
本研究では、以下の 3種類の調査を実施した。 

(1)市町村の統括的立場の保健師を対象とした質問紙調査 
本調査では、埼玉県の政令指定都市を除く 62 市町村の統括的な立場の保健師を対象に、分散

配置が行われている部署と配置保健師数、分散配置保健師を対象とした教育の有無、充実させて
いきたい教育内容等に関する質問紙調査を郵送により配付・回収した。市町村の特性、保健師の
分散配置先部署の状況を分析した。調査実施期間は、2020 年 1 月から 2月であった。 
(2)市町村の分散配置先保健師対象の質問紙調査① 
上記(1)の調査に回答のあった市町村の分散配置先の保健師 130 名を対象に、担当業務の内容、

保健師としての必要技術・スキル、保健師として担当する場合の課題等に関する質問紙調査を郵
送により配付・回収した。分散配置先ごとの必要な知識・スキル、課題等を分析した。調査実施
期間は、2020 年 10 月であった。 
(3)市町村の分散配置先保健師対象の質問紙調査②（上記(2)の調査で調査協力可と回答した者） 
上記の(1)及び(2)の調査結果を踏まえて作成した保健師教育プログラム(案)について、上記

上記(2)の質問紙調査時に協力可と回答した保健師 19 名を対象に、属性及び保健師教育プログ
ラム（案）への意見等に関する質問紙調査を郵送により配付・回収した。回答者からの保健師教
育プログラム(案)への意見を検討し、教育プログラム(案)の修正を行った。調査実施期間は、
2021 年 10 月から 11月であった。 
 
3 種類の調査の実施にあたっては、埼玉県立大学研究倫理委員会による承認を受けた。（通知

番号 19077：2019 年 10 月 29 日、通知番号 20036：2020 年 8月 31 日、通知番号 21053：2021 年
10 月 12 日）。なお、本研究期間は、新型コロナウィルス感染症の流行期間であったため、被調
査者の負担軽減等を図るため、当初計画に対し調査対象者数の変更、調査方法の変更（面接調査
を質問紙調査に変更）を行った。 
 
４．研究成果 
(1)市町村の統括的な立場の保健師を対象とした調査 
 埼玉県内の市町村における保健師の分散配置先の部署数（係レベル）は、全体で平均 6.2 ヵ所
であったが、人口 5万人未満では平均 3.0 ヵ所で、人口規模の拡大に伴い増大し、人口 20万人
以上では平均 13.8 ヵ所であった。 
 分散配置先の保健師を対象とした教育研修プログラムを実施している市町村は１市のみであ
った。必要な研修内容として、「保健師としての視点の養成」、「保健師間での情報・課題の共有」、
「相談できる関係づくり」とともに、「企画立案・施策化する力」、「健康課題の把握・分析」、「多
職種との連携・調整する力」の教育の充実の意向があげられた。 
 
(2)市町村の分散配置先保健師対象の質問紙調査① 
分散配置先の保健師の所属部署の上位は、「子ども福祉」（21.1％）、「介護保険」（18.4％）、「高

齢者福祉」（13.2％）、「障害福祉」（13.2％）、「国民健康保険」（10.5％）、「子育て世代包括支援
センター」（10.5％）であった。 
分散配置先で求められる能力としては、「個人及び家族への支援」32（84.2％）、「事業化・施

策化」24（63.2％）、「集団への支援」22（57.9％）、「PDCA サイクルに基づく事業・施策評価」
（44.7％）があげられた。 
大学における保健師基礎教育において学ばせる必要があるものとしては、「対人関係に関する



能力」、「地域課題を施策化する能力」、「専門的知識」があげられ、「専門的知識」では、「分散配
置部署」に関する内容があげられた。また、分散配置先が実習において学ばせたい部署としてあ
げられた。 
 
(3)市町村の分散配置先保健師に対する質問紙調査② 
上記(1)、(2)の調査結果を踏まえて、「保健師基礎教育での取り組み」、「市町村での取り組み」、

「複数市町村での取り組み」より構成される「市町村の保健師分散配置に関する教育プログラム
(案)」を作成し、分散配置先保健師からの意見を把握した。 
「保健師基礎教育」に関しては、分散配置先に関する教育（法的根拠、保健師の役割等）、保

健師の対人能力の向上、施策化・事業化・事業評価といった知識・技術の教育、実習先としての
取り扱いの検討も必要であるとの意見が出された。 
「市町村での取り組み」に関しては、市町村での研修機会の拡大に資するための取組の必要性

が指摘された。 
また、分散配置先の保健師は少数配置であり、業務を継続的に展開していく上では、都道府県

等からの定期的な支援が必要であるとの指摘があり、「複数市町村での取り組み」の必要性が示
唆された。 
 
保健師の分散配置に関しては、ジョブ・ローテーションとしての位置づけの必要性、市町村内

の統括保健師の役割の周知、分散配置先保健師を支援する体制の検討、保健師基礎教育において
分散配置先に関する教育への取り組みの必要性が示唆された。 
 本研究は、埼玉県の市町村を対象とした調査結果に基づくものである。保健師の分散配置の状
況は、都道府県や市町村の人口規模等による差異があることが予想されることから、今後は全国
の市町村を対象とした研究を実施することが求められる。 
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